分譲マンションの共用施設におけるコミュニティ活動についての考察 : 兵庫県・大阪府・京都府の大規模分譲マンションを事例に by 笹倉 麻衣 & Mai Sasakura
























 調査方法は、大阪府、京都府、兵庫県の 2000年以降に供給された 300戸以上の大
規模分譲マンションの販売時のパンフレットを用いて、共用施設の供給傾向を明らか
にする。（調査①） 
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るものの、その前提として十分な広さを持った集会施設と公園空間を供給することが重要
であろう。また、本調査から分譲マンション内では共用施設を中心にコミュニティ活動が
行われていることが分かった。さらに本調査では共用施設やそれに付随するソフトサービ
スを地域へ開放している分譲マンションも一部見られた。この傾向が進むことで、共用施
設が分譲マンションの住民のみならず地域住民にとっての共用空間となりうるだろう。一
方で賃貸率が高くなるとコミュニティ活動の衰退、コミュニティの満足感の低下に繋がる
ことが明らかとなった。この問題の背景には賃貸入居者は区分所有者と比較して管理組合
の運営の関わり方に制限がかかるといったことがある。今後分譲マンションにおける賃貸
率は上昇することが想定され、管理組合やコミュニティ活動について賃貸入居者が区分所
有者と同じように参加できる仕組みづくりが必要であると考える。 
 またこれらの調査結果を踏まえてデベロッパーは、集会施設・公園空間を中心としてコ
ミュニティ活動が行える柔軟な場づくりとそこで行われるソフトサービスのマンション間
での共有化を行うことでコミュニティ活動に対して寄与できると考える。 
 
6.今後の課題と展望 
 本調査で見えてきたマンションの共用施設の外部への開放は大規模マンションのコミュ
ニティ活性化のみならず、地域のコミュニティ活性化、にも繋がるであろうと考える。引
き続き調査を行い分譲マンションの共用施設と地域への開放性についての研究を深めるこ
とで、本研究から見えてきた共用施設が分譲マンションにとってだけではなく地域にとっ
てのコミュニティ活動の核となりうることを明らかにしていきたい。 
 
 
